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令和２年度公益財団法人長崎市スポーツ協会事業方針

  公益財団法人長崎市スポーツ協会は、昭和２１年に長崎市体育協会として創立した。平

成２年に財団法人化を行い、平成２０年に施行された新たな公益法人制度に基づき平成

２６年４月１日付で公益財団法人長崎市体育協会として再スタートした。さらに、平成

３０年４月１日付けで公益財団法人長崎市スポーツ協会へと名称の変更を行い、現在に至

っている。

本協会は、長崎市におけるアマチュアスポーツを統括する団体として、４７加盟団体及

び長崎市スポーツ少年団はもとより、その他のスポーツ・レクリエーション関係機関及び

団体との緊密な連携のもとに、長崎市におけるスポーツ・レクリエーションの普及・振興

を図りながら、市民の体力向上・健康増進に寄与する目的を達成するために、競技力向上

対策事業をはじめジュニアスポーツ対策事業など１４事業を実施する計画である。

    中でもジュニア層の競技力向上対策については、これまで、長崎がんばらんば国体を目

標に、小・中学生を中心としたジュニア層の育成に中長期的な観点から計画的な支援事業

を行い、同国体では、本県選手団は３９競技で熱戦を繰り広げ、悲願の天皇杯を獲得した。

本協会は、この長崎がんばらんば国体での成果を糧として、今後ともジュニア層のさら

なる競技力向上を最重点事業に定め、本協会と長崎市並びに加盟団体が一丸となって、ジ

ュニア層の育成強化を計画的に推進するとともに、令和２年度の東京オリンピックなどの

大型スポーツイベントに向け、事業計画に基づいて各種スポーツの普及・振興事業に取り

組んでいく。

また、市民の健康保持・増進を目的とした生涯スポーツへの関心が高まっている中で、

平和公園一帯に存する陸上競技場等の競技施設は、長崎国体開催に向け再整備が進んだ。

他のスポ－ツ施設についても各種競技の今日的な課題とニーズに即応するとともに、

市民が快適にスポーツに親しむことができるような施設整備とそれを効率的に利用でき

るように、長崎市に対し、要望していく。

本協会の財政状況は、基本財産運用収入が長期金利の低下により減少傾向にあるが、駐

車場料金の適正化をしたことで、駐車場事業収入の安定化を図った。しかし、他の自主

財源の増額が望めない状況では、長崎市からの運営費補助に依存しているのが現状であ

る。よって、健全な財政運営を図るためには、本協会は、長崎市からの補助・受託事業

はもとより全ての事務事業において節減を図り、総合的、計画的な協会運営に努める。



令和２年度公益財団法人長崎市スポーツ協会事業計画

１ 競技力向上対策事業（定款第４条第１項第１号・第２号）

加盟団体が主催する強化練習及び講習会等の経費を実施団体へ助成し、国体種目の競

技力向上並びに全種目の普及を図る。

① 国体種目競技力向上対策事業

種  目：３５競技

対象事業：強化練習、遠征試合等

② スポーツ普及事業

種  目：４５競技

対象事業：スポーツ教室、実技講習会等

③ 国体現地激励事業

派遣人員：役員等２人

派 遣 先：鹿児島県ほか

２ 県民体育大会派遣事業（定款第４条第１項第３号）

長崎市を主会場として県央地区を中心に開催される第７１回長崎県民体育大会へ、

長崎市代表選手及び本部役員を派遣する。

期  日：令和２年１１月１４日(土)・１５日(日)

会  場：長崎市、諌早市、大村市等の周辺の競技場、体育館など

種  目：４０競技

３ ジュニアスポーツ対策事業（定款第４条第１項第１号・第２号）

ジュニア層の競技力が向上したことで、本市の各層全体の競技力向上にその成果が現

れてきている。

長崎がんばらんば国体後も令和元年度のラグビーワールドカップ、令和２年度の東京

オリンピックなどの大型スポーツイベントに向け、引き続きジュニア層に対し、競技力

向上対策を強力に推進するとともに、スポーツを通して青少年の心身の健全育成を図る

ため、加盟団体と連携し、スポーツ教室等を組織的、計画的に開催してジュニア層の育

成に取り組む。

種  目：４５競技

対象事業：小・中学生・高校生を対象とした強化練習・合宿、遠征試合、

     優秀チーム・指導者招致及びスポーツ教室等



４ 国民体育大会選手派遣費補助事業（定款第４条第１項第３号）

   国民体育大会九州ブロック大会及び本国体に出場する本市の監督・選手に対して、

  派遣費を補助し激励する。

     補助額：九州ブロック大会 １人につき 3,000 円

         本国体          １人につき 5,000 円

５ 市民体育・レクリエーション祭受託事業（定款第４条第１項第２号・第５号）

  市民にスポーツ参加の機会を提供し、市民一人ひとりが、スポーツ・レクリエーション

に親しみ、体力つくりや健康つくりに努め、明るい人間性豊かな市民生活の向上に資する

ため、長崎市との共催による総合体育祭を開催する。

   期  日：令和２年１０月１１日（日）

   会 場：長崎市総合運動公園かきどまり陸上競技場ほか

   種  目：３８競技

６ 長崎新春駅伝受託事業（定款第４条第１項第２号・第５号）

  多数の市民に走る楽しさ等の機会を提供するため、長崎市との共催による新春駅伝を

開催する。    

期  日：令和３年１月１０日（日）

会  場：長崎市総合運動公園かきどまり陸上競技場・園内道路

種 目：一般の部（男子・女子）・高校生の部（男子・女子）

・中学生の部（男子・女子）・・・ ・・・・６区間１８.６８Km

小学生高学年の部（４～６年生男女混合可）

・小学生低学年の部（１～３年生男女混合可）・・４区間４.９Km

               

７ 指導者養成事業（定款第４条第１項第４号）

   指導者の育成・資質の向上を図るため、加盟団体が主催する研修会及び講習会等開催経

費の一部を助成する。

   対象団体：全加盟団体

   対象事業：指導者研修会・審判講習会等



８ スポーツ教室開催事業（定款第４条第１項第２号）

    スポーツをする市民の拡大・競技力の向上を図るため、加盟団体が主催するスポーツ教

室等開催経費の一部を助成する。

   対象団体：全加盟団体

   対象事業：市民対象のスポーツ教室、実技講習会等

９  広報事業（定款第４条第１項第７号）

   市民にスポーツへの興味と関心を抱かせ、スポーツ行事への理解と参加を促すため、本

協会の事業やスポーツ関連情報を広報し、スポーツの普及・振興を図る。

   広報紙名：[スポーツタウンながさき]

10  表彰事業（定款第４条第１項第８号）

   スポーツの振興に顕著な功績があった市民及び優良団体を、市民体育・レクリエーショ

ン祭の開会式において表彰する。

11 駐車場事業（定款第４条第３項第２号）

長崎市から茂里町高架道路下市道用地の占用許可を受け、賛助会員が平和公園運動施設

等を利用する場合の駐車の便宜を図る。

   駐車可能台数：６３台

   駐車可能時間：早朝～22時

12 自動販売機事業（定款第４条第３項第１号）

   市営スポーツ施設・茂里町駐車場内に自動販売機を設置し、施設利用者の便宜を図る。

     設置個所・台数：市民総合プール ６台

            諏訪体育館   １台

             茂里町駐車場  １台

13 スポーツに関する相談・後援等の協力（定款第４条第１項第６号）

    スポーツに関する相談を受け、各種スポーツ大会への後援等により、側面からスポーツ

  の普及・振興をサポートする。



14 会  議（定款第４条第１項第９号）

   本協会の円滑な運営と事業の適切な展開を期するため、評議員会、理事会、専門委員会

等の諸会議を開催する。

        

開催予定時期 理 事 会 評議員会 表彰審査委員会 その他の会議

令和２年 ４月

５月

６月

８月

  

      １１月

令和３年 １月

    ２月

３月

第１回理事会

第２回理事会

第３回理事会

第４回理事会

第５回理事会

定時評議員会

臨時評議員会

第１回表彰審査委員会

第２回表彰審査委員会

四役会議

ジュニア対策協議会

スポーツ少年団本部委員会

四役会議

加盟団体連絡委員会

四役会議

広報委員会・四役会議

広報委員会

スポーツ少年団本部委員会

その他、必要の都度諸会議を開催する。



公益目的事業 収益事業 法人会計 合        計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

180,000 0 20,000 200,000

基本財産受取利息 180,000 0 20,000 200,000

0 10,500,000 460,000 10,960,000

正会員受取会費 0 0 460,000 460,000

賛助会費収益 10,500,000 0 10,500,000

1,121,000 0 1,121,000

施設使用料収益 81,000 0 81,000

販売手数料収益 800,000 0 800,000

電気使用料収益 240,000 0 240,000

事業受託収益 4,854,000 0 0 4,854,000

市事業受託収益 4,854,000 0 0 4,854,000

受取補助金等 32,551,000 0 2,667,000 35,218,000

受取地方公共団体補助金 32,471,000 0 2,667,000 35,138,000

受取民間団体補助金 80,000 0 0 80,000

雑収益 2,000 1,000 0 3,000

受取利息 1,000 1,000 0 2,000

雑収益 1,000 0 0 1,000

経常収益計 37,587,000 11,622,000 3,147,000 52,356,000

⑵　経常費用

事業費 42,641,150 5,105,350 0 47,746,500

給料手当 4,112,150 1,432,350 0 5,544,500

臨時雇賃金 100,000 100,000 0 200,000

福利厚生費 616,000 287,000 0 903,000

会議費 59,000 0 0 59,000

旅費交通費 445,000 91,000 0 536,000

通信運搬費 223,000 42,000 0 265,000

消耗什器備品費 15,000 7,000 0 22,000

消耗品費 446,000 113,000 0 559,000

修繕費 0 150,000 0 150,000

印刷製本費 220,000 23,000 0 243,000

光熱水費 40,000 269,000 0 309,000

賃借料 557,000 1,060,000 0 1,617,000

保険料 2,000 0 0 2,000

諸謝金 200,000 0 0 200,000

基本財産運用益

受取会費

事業収益

令和２年度公益財団法人長崎市スポーツ協会収支予算書

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

（単位：円）

科                目

１  経常増減の部

⑴　経常収益



公益目的事業 収益事業 法人会計 合        計

租税公課 442,000 900,000 0 1,342,000

支払負担金 1,646,000 0 0 1,646,000

支払助成金 32,880,000 0 0 32,880,000

支払返還金 2,000 0 0 2,000

委託費 0 470,000 0 470,000

雑費 636,000 161,000 0 797,000

管理費 0 0 4,593,500 4,593,500

役員報酬 0 0 0 0

給料手当 0 0 2,103,500 2,103,500

福利厚生費 0 0 327,000 327,000

会議費 0 0 386,000 386,000

旅費交通費 0 0 104,000 104,000

通信運搬費 0 0 48,000 48,000

消耗什器備品費 0 0 8,000 8,000

消耗品費 0 0 72,000 72,000

印刷製本費 0 0 27,000 27,000

光熱水費 0 0 21,000 21,000

賃借料 0 0 160,000 160,000

支払負担金 0 0 208,000 208,000

支払返還金 0 0 0 0

委託費 0 0 952,000 952,000

雑費 0 0 177,000 177,000

経常費用計 42,641,150 5,105,350 4,593,500 52,340,000

評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 5,054,150 6,516,650 △ 1,446,500 16,000

２  経常外増減の部

⑴　経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

⑵　経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 4,500,000 △ 4,500,000 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 554,150 2,016,650 △ 1,446,500 16,000

一般正味財産期首残高 3,298,557 15,003,334 △ 5,090,607 13,211,284

一般正味財産期末残高 2,744,407 17,019,984 △ 6,537,107 13,227,284

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 90,000,000 0 10,000,000 100,000,000

指定正味財産期末残高 90,000,000 0 10,000,000 100,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 92,744,407 17,019,984 3,462,893 113,227,284

科                目



「参考」

公益財団法人長崎市スポーツ協会基本財産受入状況

（令和２年２月１日現在）

      （単位：千円）       
受 入 年 月 日 受 入 額 出    資    者 累 計 額

平成２年１２月２６日 ６０，０００

８，０５１

２，１００

８００

１，６００

７０

長 崎 市（出捐金）

㈱親和銀行他 20 団体（免税募金）

ＫＴＮスポーツ振興財団他 2団体

故松平大輔氏

３２加盟団体

(財)長崎市体育協会

計７２，６２１ ７２，６２１

平成３年６月２８日 ２９

３５０

嶋住タツゑ氏

(財)長崎市体育協会

計   ３７９ ７３，０００

平成４年３月３１日 １，４５０

１５０

３８加盟団体

(財)長崎市体育協会

計 １，６００ ７４，６００

平成５年３月３１日 ２１

３００

２００

１，２２０

４，９７９

嶋住タツゑ氏

吉田 恒雄氏

江頭 光男氏

３８加盟団体

(財)長崎市体育協会

計 ６，７２０ ８１，３２０

平成６年３月３１日 １０

１０

１，２２０

６，０５０

平井 清光氏

南リトルリーグ

３８加盟団体

(財)長崎市体育協会

計 ７，２９０ ８８，６１０

平成７年３月３１日 １，２２０

６，４２０

３８加盟団体

(財)長崎市体育協会

計 ７，６４０ ９６，２５０

平成８年３月３１日 １，４１２

２，３３８

４１加盟団体

(財)長崎市体育協会

計 ３，７５０ １００，０００



公益財団法人長崎市スポーツ協会定款(抜粋)

（目 的）

第３条  この法人は、長崎市におけるスポーツの普及・振興等に関する事業を

行い、市民の体力向上と健康増進に寄与することを目的とする。

（事 業）

第４条 この法人は、前条の公益目的を達成するため、次の事業を行う。

(1) 加盟団体の育成強化と連絡調整に関する事業

(2) スポーツ大会及びスポーツ教室の開催等スポーツの普及、競技力向上に

関する事業

(3) スポーツ大会への選手の派遣に関する事業

(4) 指導者の資質の向上に関する事業

(5) 市民の健康・体力つくりに関する事業

(6) スポーツに関する市民の相談に関する事業

(7) スポーツの調査研究及び広報活動に関する事業

(8) スポーツ功労者の表彰に関する事業

(9) その他この法人の目的を達成するために必要な事業

２ 第１項に規定する事業については、長崎市及びその周辺において行うもの

とする。

３ この法人は、第１項の事業の推進に資するため、次の収益事業等を行う。

(1) 物品販売事業

(2) 駐車場事業  

(3) その他前各号に掲げる事業に関連する事業



地 方 自 治 法

第２２１条第３項 前２項の規定は、普通地方公共団体が出資している法人で政令で定め

るもの、普通地方公共団体が借入金の元金若しくは利子の支払いを保証し、又は損失保

償を行う等その者のために債務を負担している法人で政令で定めるもの及び普通地方公

共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者にこれを準用する。

第２４３条の３第２項 普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の法人について、毎

事業年度、政令で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出

しなければならない。

地 方 自 治 法 施 行 令

第１５２条第１項 地方自治法第２２１条第３項に規定する普通地方公共団体が出資して

いる法人で政令で定めるものは、次に掲げる法人とする。

１ 当該普通地方公共団体が設立した地方住宅供給公社、地方道路公社、土地開発公社

及び地方独立行政法人

２ 当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上

を出資している一般社団法人および一般財団法人並びに株式会社

第１７３条第１項 地方自治法第２４３条の３第２項に規定する政令で定めるその経営状

況を説明する書類は、当該法人の毎事業年度の事業の計画及び決算に関する書類とする。

公益財団法人長崎市スポーツ協会設立までの経過

長崎市におけるスポーツの普及・振興を図り、もって市民の体力向上と健康増進に寄与

することを目的とする法人の設立計画に基づき、平成２年３月２８日財団法人長崎市体育

協会設立発起人会を開催し、関係議案の議決を経て同年１２月７日長崎県教育委員会に設

立の許可を申請し、同年１２月１７日付で設立を許可されたので同年１２月２１日財団法

人の設立登記を完了し、事務所を長崎市桜町６番３号に置き発足した。その後、平成９年

５月１０日に事務所を長崎市魚の町５番１号に移転した。

また、平成２０年に施行された新たな公益法人制度に基づき、平成２５年８月に長崎県

知事あてに移行認定申請書を提出し、平成２６年４月１日から公益財団法人に移行した。

平成３０年４月１日から公益財団法人長崎市スポーツ協会へと名称の変更を行った。



公益財団法人長崎市スポーツ協会役員名簿

                  令和２年２月１日現在

役 職 名 氏   名 選 出 区 分 所 属 団 体

会 長 理 事 川 村 豊 彦 競 技 団 体 市 バ ス ケ ッ ト ボ ー ル 協 会

副会長理事 浅 田 五 郎 体 育 推 進 団 体 市 テ コ ン ド ー 協 会

副会長理事 永 山 学 而 競 技 団 体 市 体 操 協 会

理 事 長 渡 辺 雄 児 競 技 団 体 市 ラ イ フ ル 射 撃 協 会

専 務 理 事 小 島    昭 徳 学 識 経 験 者 長 崎 市 ス ポ ー ツ 協 会 事 務 局

理 事 谷 内    正 長崎市市民生活部 長崎市市民生活部スポーツ振興課

理 事 江 頭   明 競 技 団 体 市ラグビーフットボール協会

理 事 寺 井 等 競 技 団 体 市 陸 上 競 技 協 会

理 事 佐 藤    一 成 競 技 団 体 市 水 泳 連 盟

理 事 野 口   達 也 競 技 団 体 市 ソ フ ト テ ニ ス 連 盟

理 事 岩 永   堅之進 競 技 団 体 市 サ ッ カ ー 協 会

理 事 田 中    貞 夫 競 技 団 体 市 バ ド ミ ン ト ン 協 会

理 事 加 納 修 二 競 技 団 体 市 ト ラ イ ア ス ロ ン 協 会

理 事 金 山 泰 久 競 技 団 体 市 テ ニ ス 協 会

理 事 小 川   寛 之 学 校 体 育 団 体 市 中 学 校 体 育 連 盟

理 事 木 浦  弘 海 校 区 体 育 団 体 三 重 地 区 体 育 会

理 事 青 木 信 之 体 育 推 進 団 体 市 ダ ン ス 連 盟

理 事 宮 城 直 泰 学 識 経 験 者 日本体育協会公認スポーツドクター

理 事 小 原 達 朗 学 識 経 験 者 長 崎 大 学 教 育 学 部 教 授

理 事 神 田    和 征 ス ポ ー ツ 少 年 団 市スポーツ少年団本部委員会

監 事 濵 浦 美 子 体 育 推 進 団 体 市 バ ト ン 協 会

監 事 川 口  義 己 競 技 団 体 市 バ レ ー ボ ー ル 協 会


